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予防接種に関する基本的な計画（平成２６年厚生労働省告示第１２１

号）における記載内容及びこれまでの取組状況（健康被害救済制度に関

する事項） 

 

 

１．「予防接種に関する基本的な計画」記載事項 

 

第四 予防接種の適正な実施に関する施策を推進するための基本的事項 

二 健康被害救済制度 

定期の予防接種は、感染症の発生及びまん延の予防のため、法に基づく公

的な制度として実施している中で、極めてまれではあるが予防接種の副反

応による健康被害が不可避的に発生するという特殊性に鑑み、国家補償の

観点から、法的な救済措置として健康被害の救済を実施しているものであ

る。 

健康被害救済制度については、引き続き客観的かつ中立的な審査を行う

とともに、国、地方公共団体その他関係者は、国民にとって分かりやすい形

で情報提供する必要がある。 

また、国民が予防接種に対して安心感を得られるよう、定期の予防接種の

健康被害救済制度及び独立行政法人医薬品医療機器総合機構（以下「ＰＭＤ

Ａ」という。）が実施する健康被害救済制度について、制度の周知及び広報

の充実に取り組む必要がある。 

 

２．これまでの国の取組 

（１）健康被害救済に係る審査の実施 

我が国の従来からの救済制度の基本的考え方「厳密な因果関係までは必

要とせず、接種後の症状が予防接種によって起こることを否定できない場

合も対象とする」に則って、概ね２か月毎に疾病・障害認定審査会感染症・

予防接種審査分科会を開催し、救済に係る審査を実施。 

 

（２）健康被害救済制度の周知 

定期の予防接種の健康被害救済制度については、厚生労働省ホームペー

ジにて制度に関するリーフレットを掲載し広く周知するとともに、市町村

に対して、予防接種を実施する際の予診において、健康被害救済制度に関す

る説明を行うよう求めている。 

また、ＰＭＤＡが実施する健康被害救済制度については、国が都道府県や

保健所設置市、医療関係団体等に対し周知に係る協力依頼の通知を発出し、

ＰＭＤＡがテレビＣＭや新聞広告、ＷＥＢ広告を行うとともに、ホームペー

ジに特設サイトを設けリーフレット等を掲載し、広く周知に努めている。  

資 料 
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＜参考１＞給付種類別の認定実績 

該当年度 
医療費・ 

医療手当 

障害児養育

年金 
障害年金 

死亡一時金 

遺族年金 

遺族一時金 

葬祭料 

２５年度 ５５ ８ １１ ５ 

２６年度 ５９ ３ ６ ０ 

２７年度 ６５ ４ ４ ５ 

２８年度 ５５ ８ １ １ 

２９年度 ６５ ４ ５ ２ 

※１ 疾病・障害認定審査会感染症・予防接種審査分科会及び疾病・障害認定審査会感

染症・予防接種審査分科会予防接種健康被害再審査部会にて認定した件数を計上。 

※２ １名が複数の給付種類の請求を行うことがあるため、件数は人数と一致しない。 

 

＜参考２＞健康被害救済制度に係るリーフレット 

【定期の予防接種の健康被害救済制度】 

リーフレット「ご存じですか？予防接種健康被害救済制度」 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-

kansenshou20/kenkouhigai_kyusai/dl/leaflet_h241119.pdf 

 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou20/kenkouhigai_kyusai/dl/leaflet_h241119.pdf
https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou20/kenkouhigai_kyusai/dl/leaflet_h241119.pdf
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【ＰＭＤＡが実施する健康被害救済制度】 

 特設サイト 

 https://www.pmda.go.jp/kenkouhigai_camp/ 

 リーフレット「医薬品副作用被害救済制度」 

https://www.pmda.go.jp/files/000220150.pdf 

 

https://www.pmda.go.jp/kenkouhigai_camp/
https://www.pmda.go.jp/files/000220150.pdf

